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0．はじめに
　ここではCISG（国際統一売買条約United　Nations　Convension　on　Con－
tracts　for　the　International　Sale　of　Goos）1），特に「第2部契約成立」に見ら
れる規定の形式的特徴を検討し，その中に数多く登場する定義ルールや，積
極的にルール適用老に関与を求める抽象的な一般条項の論理法学おける位置
づけの問題を考察する。そして，日本の法律エキスパートシステム研究に重
要な役割を果たしてきた論理法学の試みとは異なる法的推論へのアプローチ
をさぐるべく，いくつかの予備的な検討を行う。
1．CPF（複合述語論理式）による法律知識表現
　近年我が国の法律エキスパートシステム研究の分野で最も大きな研究プロ
ジェクトは，文部省科学研究費補助金重点領域研究「法律エキスパートシス
テムの開発研究」（領域番号109，平成5年度～9年度）であった。このプロ
ジェクトにおいてCISGの知識ベース構築に用いられてきた知識表現言語が
CPF（複合述語論理式Compound　Predicate　Formula）である。
　知識表現は，対象領域や目的に応じて様々な設計が可能だが，CPFは，
法学者によって提案されたものである点，および，特定の法領域によらない
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汎用的な知識表現言語である点に特徴がある。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　CPFは，文の表現に必要なだけ述語の入れ子構造を許す述語論理式であ
る。述語は次のような2項述語論理式で表現する。
述語記号（識別子，［格関係子1：値1，格関係子2：値2…］）
　第1引数は述語が指示する概念の識別子であり，第2引数は述語で表さ
れる概念の内部構造である。この内部構造は，格関係子とその値の対のリス
トで表現する。
　ここで用いられる格関係子には，概念の動作主体を表すagt，対象を表す
obj，などがある。これらは，　EDR電子化辞書で用いられているものに，い
くつかの格を加えたものである。例えば，「申込」を表す要素述語論理式は
次のようになる。
offer（OFFER＿ID，【
　　nam30FFER，
　　agt：OFFEROR，
　　cnt：CNT＿OFFER，
　　goa：OFFEREEt
　　lMP：工MP＿OFFERr
　　obゴ：OBJ＿OFFER，
　　src：SRC＿OFFER，
　　tim：TIM＿OFFER
）】
EDR電子化辞書の格関係子に加えて，　CPF法律知識表現に新たに採用され
た格関係子には，意志表示の具体的な内容を収めるcnt格（contents格），
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および，nam格（name格）がある。　nam格は，ある事態を指し示す様々
な述語に，同一の値を格納しておくことによって，異なる述語を一つにまと
めあげる役割を果たす。これは法律知識の表現において，ある行為や意思表
示が，法的な評価を受け，色々な概念で言及されることに対応するものであ
る。
　また，法文は一般に次のような形式で表現される。
sen（JレーJレIDr【
　法律効果部
　く一
　法律要件部
］）．
　なお，法ルールがsen述語で囲まれているのは次のような理由による。
すなわち，法ルールは文として知識ベースに蓄えられているにすぎず，その
適用にあたり，効力が試されなければならないからである。知識ベース中に
競合するルールがあった場合，その効力は，ルールの優先順序を決めるメタ
法ルール文によって決定される。
　このCPFによる知識記述は，論理法学2）の次のようなアイディアに基づ
いている。論理法学は法ルール文を共通の認識対象として出発する。すなわ
ち，法ルール文は言語で表現されたテクストそれ自体であり，それによって
辰される意味が法ルールである，とするのである。ルールの形式は「法律要
件一法律効果」という構造をとる。そして，法ルール文の効力が法的世界で
の法ルール文の真偽を決定する。論理法学においては，法ルール文は，効力
の観点から，主として次の2つの種類のルールからなるとされる。一つは
法ルール文の名宛人の行為の義務事態について記述するオブジェクト法ルー
ル文であり，もう一っは法ルール文について記述するメタ法ルール文である。
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CISG第2部に規定される法ルール文は，この分類でいうと，若干のメタ的
な知識を含んではいるが，オブジェクト法ルールに属するものと考えられて
いる。
2．CISG条文の形式的特徴
2．1具体的な定義規定
　上で述べた論理法学におけるルールの位置づけを，知識ベースの対象領域
であるCISGの背影とテキストの特性から考えなおしてみる。
　国際私法のもとでは，国際売買における紛争は，当該取り引きに関連する
いずれかの国の法律が適用される。結果として適用される国の法律は一般的
にはそれぞれの国内取引を指向し，紛争の解決は各国の法文化の相違に左右
されることになる3）。最近のイソターネット上の電子商取引のための技術の
発展，国際取引の活発化によって，遠い異国の様々な法文化が日常的にぶつ
かり合うことになり，この問題を深刻化する。例えば，英米法系の文化と大
陸法系の文化では，同じ用語がまったく異なる法的意味をもつ場合があり，
双方の当事者が契約内容が明確であると信じている場合でも，それぞれの認
識のずれが紛争を続々と引き起こすことになりかねない4）。国際取引を扱う
ルールを標準化する必要は，通信技術の発達に従ってますます高まってきた
のである。
　CISGに先立ち，統一法確立の試みとして，1964年に2つの条約が誕生し
ている。すなわち，「国際物品売買に関する統一法（ULIS）」と「国際物品
売買契約の成立に関する統一法（ULF）」とである。残念ながら，これらは
広く国際社会に受け入れられるには至らなかった。理論に傾きすぎ，構成が
複雑であったこと，英米法との調整は試みられたものの大陸法の伝統を色濃
くひきつぐものであったことが主な理由に数えられている5）。
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　CISGは，上記2つの条約のような緻密な論理を中心とする手法を放棄
し，厳密な法的概念の使用を極力取り除いている点に特徴がある6）。
　このようなCISGの立法方針は，ルール文の形式的な側面にも反映してい
る。CISGの第二部「契約の成立」に目を向けると，「申込」や「承諾」と
いった法律概念が，可能な限り，通常概念で把握できるように，事実的な行
為と結び付けて述べられているのである。たとえば次のような規定がある。
第14条（1）一又は複数の特定のものに向けられた契約締結の申入れは，
それが十分明確であり，かつ，承諾があった場合には拘束されるとの申
込者の意思が示されているときは，申込となる。申入れは，物品を示
し，かつ，明示又は黙示に数量及び代金を定めまたはその決定方法を規
定している場合には，十分明確なものとする。
第19条（1）承諾の形をとっているが，付加，制限その他の変更を含んで
いる申込に対する回答は，申込の拒絶であり，反対申込となる。
（2）　しかしながら，承諾の形をとった申込に対する回答が，付加的条件
や異なった条件を含んでいても，申込の内容を実質的に変更するもので
ない場合には，申込者が不当に遅滞することなくその相違に口頭で意義
を述べまたはその旨の通知を発しない限り承諾となる。申込者が意義を
述べない場合には，契約の内容は申込の内容に承諾中に含まれた修正を
加えたものとする。
（いずれも下線は筆者による）
　上で挙げた条文のうち下線部分が，法的な評価を受ける以前の事実的な行
為の記述である。記述が具体的になっても自然言語で記述されている以上，
曖昧さは避けられない。しかし，法的な色彩がなく，日常の言葉に近いもの
が使われているため，語句自体は理解に苦しむことは少なくなっている。い
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ずれも各国内法の影響に引きずられる可能性のある法律上の言葉を注意深く
避け，具体化することによって，様々な法文化の影響を受けずに事実を判断
できるようにしているのである。
　これら定義規定にみられるような具体性は，法的知識の分析を行い，これ
を形式化してコンピュータ上の知識ベースに蓄積するにあたって大きな助け
となる。
　通常，条文として規定されているルールは，契約法について法律家が暗黙
のうちに用いている体系的な知識や，法一般についての体系知識を前提とし
て書かれている。知識ベースとしてコンピュータに搭載するためには，それ
らを解明し，法律概念とそれに対応する事実とを結びつける暗黙の知識を補
わなくてはならない。例えば，どのような事態を「申込」とすべきかという
知識がこれにあたる。CISGでは，このような知識が条文に明示されてお
り，補足すべき範囲が縮小しているのである。
　さて，法律知識が一段，事実の記述に近づいたことは，CPFで記述され
た知識ベースにとっては，どのような変化となって現れただろうか。
　法的知識ベースに蓄えられたルールは，連鎖的に呼び出される。その様子
を簡単に示すと次のようになる。
　「契約が成立したのはいつの時点か」というゴール（解決目標または問い
合わせ）
is＿concluded（＿，［
　aqt3lanzai，　bernard】，
　obゴ言contracヒ（＿，［＿］）t
　tim：T
　］）．
に対して，推論機構は図1にあるような効果部に述語is－conlcudedOが
　　　　　　　　　　　　　　　　　CISGルールの特徴とその知識表現　165
含まれるルールを知識ベースから探し出す。そして，法律要件部に記述され
ている述語が成り立つかどうかを順次試す。
　したがって，次に試されるのは「時点Tlにおいて申込が効力を生ずる」
という命題である。すなわち，次のような式である。
become＿effecヒi▽e（＿，【
　　abゴ：offer（OFFER＿工D，［．．．ユ）r
　　tim＄Tl
】）
　推論エンジンは，法律効果部がこれと合致するルールを知識ベースから探
し，さらにその法律要件部に記述されている述語の成否を問う，という具合
に推論は進行する。このようなルールの連鎖が尽きるのは，知識が記述され
ていない述語が法律要件部に現れた場合である。このとき，その述語と一致
するような事実が，事案の中に与えられていれば，その述語が証明されたこ
とになる。図1のルールの要件部に現れる述語と，そこから呼び出される
ルールのすべての述語が，事実と結びついて証明されたときに，図1のル
ールの効果部が証明されたことになる。
　従来，日本民法をCPFで記述した場合，事案事実との接点は，「申込」
offerOという述語であった。その結果，推論システムに与えられた事案も，
offerOという述語で与えられていた。「申込」は法律概念であり，本来，
法的推論のうちで評価が決定されるべきものであるにもかかわらず，事実と
して最初から与えられていたわけである。あまりにも日常的な述語であるが
ゆえに，これまで問題とされてこなかったのである。CISGの具体的な規定
は，この点に問題提起しているのだ。
　CISGにおいては，「申込」という単純に見える概念でも，異なる法文化と
の接点においては，解釈の一義性に疑問の余地のあるものとして取り扱われ
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8enC2ピ，［
i8＿G◎nclu由d（＿，［
　　n㎝；lS」00NOLUDED，
　　㎎t：［Ol㎜α下E旺］，
　　obj：◎ontrect（＿，［r腫■m：CO閥TR《CT，
　　　　agt：［0職0旺旺］，
　　　　cr詫：0町」（X）NTRACT，
　　　　i叩：　1即＿肝賦
　　　　obj：OBJ＿OON　rRハCτ
　　　　］），
　　tim：τ﹈）
く一
㎞＿effect　i　veし［
　　n㎝：BEO㎝E＿EFFECτ1毘
　　abj：offer（OFFER＿1D」　［
　　　　n㎝：OFFER，
　　　　agt：OFFE駅
　　　　㎝t：㎝一〔x）NTRACT，
　　　　goa：OFE旺，
　　　　i叩：Ive＿omER
　　　　obj：coのc量巳Xie（㎜」　［
　　　　　n8m：a
　　　　　㎎t：［αTE駅OFモR圧】，
　　　　　obj：oor1trecrヒ（＿9［
　　　　　　　㎜：0α㎜τ，
　　　　　　　㎎t：【0旺隙0臼モR田，
　　　　　　　c何t：απ＿OONTR《OT，
　　　　　　　i叩：IM＿OFFE尺
　　　　　　　obj：0【M＿OONTRACT
　　　　　　　］），
　　　　　ti用：
　　　　　］），
　　　8rc：SRC＿OFFE尺
　　　ti鵬：T量闇OFF日R
　　　］），
　　ti剛：刊?）
＆beOOtTV＿effect　i鴨し，　［
　　n㎝：BEOOAE＿EFFECT　l　N尼2，
　　8bj：eocePtenceし　［
　　　㎎t：OFFEREE，
　　　cπt：㎝＿ハOCEPTArcE，
　　　goe：OF田難
　　　　i叩：lilP．．AOOEPT《眠
　　　obj：OFFER＿tD，
　　　8rc：SRC－《α｝EPマ概
　　　ti柵：T｝M《CCEPIハ周CE
　　　］），
　　tim：ti鵬＿aftor（T，［tfr：Tl］）
］）D．
図1　契約成立ルールのCPF表現
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る。それに応じて，CPFによる知識表現は，ルールの連鎖の終端がofferO
からproposa10へと現実の世界に一歩近づくことができたのである。
　一方，法的に承諾と評価されうる事実上の行為について，我々は「申入れ」
ほど簡潔な言葉を持っていない。そのため「承諾の形をとった申込みに対す
る回答」などという複雑な表現になっている。しかし，これは複合的な概念
というよりは，「申入れ」に対応するような単純な概念として把握すべきだ
ろう。したがって，多少長いのを我慢して「承諾の形をとった（申込に対す
る）回答」を一つのまとまった述語として扱うのが適切ということになる。
　ルールベースの法律エキスパートシステムの構築にあたって常に問題とさ
れるのは，法律上の概念の「開かれた構造」である7）。これが問題とされる
のは多くの場合，ルールの連鎖の終端，つまり，事実との接点にある述語で
ある。終端に位置する述語がいかに事実に近いか，いかに日常的な具体性を
もっているかが，法的な世界での意味のゆらぎを減少させる。ルールの記述
を具体化することは，「開かれた構造」を，事実の世界へと転送してやるこ
とになるのである。日常言語の曖昧さは法律概念におけるのとかわらない
が，日常的な言葉へ置き直すことによって，その曖昧さの解決を常識推論の
土俵へ，あるいはシステムの利用者の判断へと転嫁しうる。こうすることに
よって，逆に，法律の世界に残された概念同士はより厳密な論理演算で処理
可能なものになりうる。
　残念ながら，こうした定義規定は，論理法学においては法ルール文のなか
ではあまり重要視されていない。また，事実的な記述も，法概念同士の関係
として，あくまで法的な領域の内で把握される。吉野一の最近の法論理学の
テーゼ集「法的知識の構造解明の基礎理論としての論理法学」8）では，次の
ように述べられている。
＜4．2．4．4＞法律要件一法律効果の法ルール文の構造をもっているが，…
オブジェクト法ルール文またはメタ法ルール文のいずれにも属さない法
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　　ルール文も存在する。法律上の概念の定義あるいは説明する文がそれで
　　ある。
　　＜4．2．4．4．1＞定義は，要件部が効果部に論理語等値で結び付けられている
　　場合である。
　　・中略…
　　〈4．2．4．4．3＞これらの文は，法律上の二つの概念を結びつけ，二つの方ル
　　ール文を繋げる媒介としての役割を演じる。
　　＜4．2．4．4．4＞これらは固有の意味で法規範文ではない。しかし，なお法ル
　　ール文の概念の枠の中で把握することができる。それは，要件・効果の
　　ルールとしての構造を有するからである。
　ここに述べられているように，定義ルールは本来の法規範文ではなく，形
式が類似したものにすぎない。それは，法ルール文が義務概念を中心に整理
しなおされ，オブジェクト法ルールが義務を規定するものとして捉えられた
からである。あるいは，契約成立のルールに見られる定義規定も，「法適用
者を名宛人とする義務を規定している」と把握することによって，オブジェ
クト法ルールとして把握することが可能だからである。論理法学によるルー
ルの整理は，法的判断に用いられるもの，すなわち，法的知識をすべて
「文」として一元的に把握することに特徴がある。法の世界とは別に，事実
の世界を対置させることは，論理法学の意義を減ずることになる。しかし，
すでに述べたように，「申入れ」は法的な評価を免れるべきものである。
CISGの記述方針に沿った形でルールを取扱い「申入れ」と「申込」の関係
を把握するには，事実世界と法的世界とを分けて扱うのが適切である。
　また，その際，上で挙げたようなルール文は，ここまで簡単に定義規定と
呼んできたが，事実的行為を法の世界に位置づけ，両世界を橋渡しする「コ
ネクター」と位置づけて，その機能や分類などを検討する必要があろう。
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3．法適用者の判断に委ねられている条項
　上で述べたC工SGの記述の具体化の方向とはうらはらに，条文には法適用
者の判断に委ねられる多くの一般条項が盛り込まれている。例えば，18条
2項にいわれる「申込者が用いた通信手段の迅速性を含め取引状況を十分に
勘案した合理的な期間内に到達しないとき」といった表現が，そうである。
　これについては，曽野和明による次のような指摘がある11）。
　CISGの「成功は，ドグマを一貫して排斥したことにある。法体系や法的
論理の違いを乗り越えて世界諸国を共通の土台にのせることができたのは，
誠実性の要求，信義則や禁反言といった社会的合理性の判断を中核に据えた
ことであっ」て，一つ一つのルールの解釈の場にそうした社会的な合理性判
断を持ち込むことによって，CISGにおいては，ルール適用の結果が信義則
に反することもありえないし，権利濫用の法理を持ち出す必要もない。そし
て，結果を調整するために伝家の宝刀として，これらの法理を用いる伝統と
は一線を隔すのだ，というものである。CISGのCPFによる知識ベース構築
の試みは，要件事実論的な枠組みの中で行なわれているかぎり，非常に困難
なものになると指摘されている。
　一般条項が，あらゆるルールに覆い被さるように機能するのであれば，法
律知識ベースの部分的再構築も必要だろうが，むしろ，推論機構の大幅な変
更が必要になってくる。知識表現の範囲では，各条文中に現れた社会合理的
判断への接点を手がかりとするほかない。
　定義的ルールにみられるような具体化の傾向とは対称的に，条文のあちこ
ちに見られる「合理的」「適切な」といった抽象的な述語は，法適用者に積
極的な関与を求めている。CISGの推論モデルは，この2つの方向性を活か
したものとなるべきである。
　現在論理法学においては，システムに記述される知識はすべて法的世界の
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内部に位置づけられている。具体的には次のように言われている。
＜4．0＞法的世界は法ルール文と法ファクト文から構成される10）。
　ここでは，与えられる事案も法的世界の中に位置づけられる。法的推論を
ひとりの法律家の思考モデルとして考え，解決すべき事案も文として，その
法律家の思考の内に入力されていると把握する。確かに，推論を実行する時
点では，推論の対象となる事実は，法律の世界のうちに初めからあるのと変
わりがない。しかしながら，人間の認識活動の能動性，推論過程で法的知識
の世界からある観点で事実の世界を切り分ける，法的な意味に対応づける，
法的な評価を加えるといった作用が見えにくくなってしまう。法適用老に柔
軟な事実認識を求めるCISGの推論モデルには，法的世界の外との相互作用
のインターフェースを持ち，必要に応じて再解釈できるような機能が必要と
なる。
4．まとめと今後の課題
　法的推論のモデルはいかなる点を考慮しなければならないか，という点に
ついて示唆的なのは，ガードナーが指摘する法的推論の次のような特殊事情
である11）。
　（1）ルールは意識的に使用される（参照される）。
　②　ルールの積極的操作（詳細化・再構成）が行われる。
　（3）専門家の間には見解の相違があり，しばしばそれが期待される。
　（4）逆に，解決が明白な問題の範囲が問われる。
　（5）解決困難な問題が生ずる原因が法的述語の「開かれた構造」にある。
　（6）解決困難問題が，実際にはどう処理され，そしてどう処理されるべき
　　　か，いかに正当化されるかが問題となる。
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　中でも推論に用いられるルールが「開かれた構造」をもつこと，推論に用
いられるルールの積極的な操作が重要である。ここを出発点とするとどのよ
うな方向が考えられるだろうか。
　法的推論への人工知能的アプローチに限らず，一般に法的推論に対するア
プローチには，法的推論を行うものの単独の観点からとらえるモノロジカル
なアプローチと，法的な正当化を複数のものの共同作業と考えるダイアロジ
カルなアプローチがある12）。
　この分類に従えば，多くの法律エキスパートシステム，とりわけルールベ
ースは前者の流れの中にある。ここにおいては，「開かれた構造」は正義に
関する問題として棚上げにされ，あるいは，推論を中断してユーザーへどの
ように考えるかを問い合わせるという仕方で対処される。また，「契約に効
力があるか」「義務があるか」といった事案を判断するための視点や，なぜ
そのような問いが重要であるかといった問題は，利用者に問い合わせをさせ
ることによって，利用者の判断に帰着させる。そして，出力された判断（証
明）の妥当性が論理的な証明になっていること，さらに，出力を一つに限ら
ず，論理的に可能な判断が複数あればその全てを出力するということで妥当
性を維持する。
　一方のダイアロジカルな流れに相当するものには，事例ベース推論，特に
論争機能を持つシステムのアプローチが挙げられる。モノロジカルアプロー
チにおいて法的判断の視点を与えるものは，論争当事者としてシステム内部
にとりこまれる。そして，それぞれの法的判断を組み立てるための視点・主
張は，システムによって自動的に選びとられる。すなわち，知識ベース中に
蓄えられた事例から，与えられた事案に類似するものを取り出したとき，そ
の根拠として主張されているものをシステムの主張や論拠とする。このアプ
ローチの特徴は，類似事例の取り出しにあたって，ルール操作の面が強調さ
れるという点である。推論主体がルールに拘束されるというよりは，ルール
は自分の主張にとって都合のよいように参照するものとして扱われるのであ
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る。この種のアプローチにおいて解決が明確な問題とは，相反する主張が起
こらないものである。むしろこのアプローチで問題となるのは，対立する主
張の優劣をどのようにして決定するかということになる。
　この方向で興味深いのは，議論支援ッールの研究である。事例ベース推論
がシステム内に取り込んだ視点提供老を，再び，システムの外に出すことに
なるのだが，論争当事者にとって，いかなる説明・論証が説得的なものであ
るのか，いかにして主張が調整されてゆくのか，それぞれの参加者がどのよ
うに主張を変化させてゆくのか，といった興味深い問題についてのデータを
この研究は収集することができる。利用者に利用できる議論のプロトコルを
限定することによって，議論の客観的な分析が可能になるのである。この種
の研究で得られる知見は，論争モデルに大きく貢献すると期待される。
　では，CISGを対象とした法的推論モデルに対して，どのようなアプロー
チをとるか。出発点はモノロジカルなアプローチである。というのは，ダイ
アロジカルアプローチにおいても一つの主張がなされなければ始まらないか
らである。つまり，議論の参加者として他に説得的な主張一「説明」を何
らかの方法で生み出す必要があるからである。人間の認識や理解ということ
については，すでに「理解＝説明」という図式のもとに談話理解やルールの
変形（tweaking）を取り上げてモデルを作り出す研究が行われている13）。
これが法的な説明を生み出す仕組みを解明するのに重要だと思われる。
　　　　　　　　　　　　　　　　〉法的正当化を「説明」として把握したとき，法ルールや事例といった知識
は説明のために必要に応じて言及され，拡大・縮小されるものになる。ま
た，説明される対象と法の世界での概念の諸関係が判断主体の外におかれ，
主体により作り出され操作されるものとなる。このことによってCISGの規
定のもつ2つの指向性一具体的事実による判断への方向と抽象的だが柔
軟な現象把握を要請する方向一に適合するものとなることが期待できる。
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